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１．再生可能エネルギー政策 
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我が国の再生可能エネルギーの導入状況 

 ２０１０年度の発電電力量のうち、再生可能エネルギー等が占める割合は約１割。  
（しかも、その大半は、水力発電。） 

  他方、風力、地熱、太陽光発電には、まだまだ潜在力あり。本年７月に施行予定の再生可能
エネルギー特別措置法（固定価格買取制度：ＦＩＴ）の施行をきっかけに大幅導入拡大の道筋を
つける。 → 今年を「再生可能エネルギー元年」に。 
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我が国の年間発電電力量の構成（２０１０年度） 

約２５％ 

約２９％ 

約２９％ 

約７％ 

約８％ 

約31% 

約8% 

約27% 

約24% 

約9% 

約1% 

原子力 

石油等 

ＬＮＧ 

石炭 

水力 

新エネ等 

（出典）エネルギー白書２０１０より作成。 

水力を除く再生可能エネルギー等 



太陽光発電について 

 本年７月のＦＩＴの導入を契機に、現在の最大規模に対し20～30倍のメガソーラーの導入
も進むと期待。  

 ＦＩＴで創設される大規模発電所で、再生可能エネルギーの大量導入に伴う、系統安定化
のため、変電所に付置する大型蓄電池の実証実験を検討中。 

 同時に、日本の強みである屋根への発電パネル設置も重要。 
（日本：住宅用８割、非住宅用２割。独・西：住宅用１割、非住宅用９割。） 

 ＦＩＴを活用し企業に屋根を賃貸する日本独自の「屋根貸し」モデルをについて検討中。 
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我が国の太陽光発電の特徴 

（出典）ＩＥＡや各国業界団体等の資料をもとに資源総合システム調べ。 

（注）・上記グラフは出力ベースで比較。 

   ・上記グラフの作成に当たっては、住宅用については主として住宅の屋根に設置する小規模
なもの、非住宅用については主として工場や商業施設の屋根等に設置する中規模なもの、
電力事業については主として地上に設置する大規模なもの。独立型については系統に接続
しない自家消費用の設備。 

※太陽光発電の出力（青線）を蓄電池の充放電（緑線）で調整することに 
   より、発電所トータルでの出力変動が抑制されている（赤線）。 

蓄電池による出力変動抑制 
（稚内メガソーラー（ＮＥＤＯプロジェクト）の例） 
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風力発電について 

 再生可能エネルギーの比率の高い国は、風力の比率が高い（スペイン５割、ドイツ４割、デン
マーク７割）。これに対し、日本は３％。 

 我が国の風力発電の問題点は、１事業所当たりの規模が小さいこと（約８割の事業所が５基
以下）。 

 我が国で特段に風況が良好で大規模増設が可能な地区は、送電線が脆弱な地区が多く、
末端線の整備が鍵。末端線が整備されれば、参入希望者多数。 

 風力発電の導入を振興するための総合的なプログラムを、今夏までに検討していく。 
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（出典）IEA Energy Balance  2011よりエネルギー経済研究所作成。 

各国の再生可能エネルギーの導入構成比（2009年） 



 我が国は米国、インドネシアに次ぐ世界第３位の地熱資源量を有する。しかし、発電所立地可
能地域の１割しか活用せず。ポテンシャルに鑑みれば、大幅な導入拡大が可能。 

 自然公園内の地熱発電所を６ヶ所に限定する旨の行政による通知の存在や自然公園法等の
規制があり、１９９９年の八丈島地熱発電所操業開始以降、具体的な新規開発案件がない。 

 ＦＩＴの施行にあわせ、合理的な立地確保に向けて、関係省庁と調整しつつ規制改革を実施。 

地熱発電について 
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（出典）1．村岡（産業技術総合研究所、現弘前大教授））：Gate Day Japan

シンポジウム（2009年）、2．Ruggero Bertani：World Geothermal 

Congress 2010 （2010年）、より資源エネルギー庁作成 

（出典）産業技術総合研究所 （2011） 

（単位；万kW） 

第１種 258.1
第２種 248.1
第３種 515.0

自然公園内の分類 賦存量

717.2

1,021.2
特別地域

501.0
109.0

特別保護地区

普通地域
自然公園外

合計 2,347.6

2347.6万ｋＷ 

国名
地熱資源量
（万ｋＷ）

地熱発電設備容量
（万ｋＷ）

アメリカ合衆国 3,000 309.3

インドネシア 2,779 119.7
日本 2,347 53.6
フィリピン 600 190.4
メキシコ 600 95.8
アイスランド 580 57.5
ニュージーランド 365 62.8
イタリア 327 84.3

世界の地熱資源量世界の地熱資源量 我が国における地熱資源の賦存量 



２．省エネルギー政策 
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（出典）総合エネルギー統計、国民経済計算年報 

（百万原油換算kl） 

運輸部門 

民生部門 

産業部門 

（兆円） 最終エネルギー 
消費量 

1973→2009 

1.3倍 

運 
 

輸 

1973→2009 

1.9倍 

民 
 

生 

1973→2009 

2.4倍 

産 
 

業 

1973→2009 

0.85倍 

実質GDP 
1973→2009 

2.3倍 
23.7% 

33.6% 

42.7% 

民生部門における省エネ対策の強化 

右軸 

左軸 

■ 民生部門は、エネルギー消費の増加幅が著しく、対策を求めることが急務。 

 （１９７３年と比較した２００９年の民生部門のエネルギー消費量は２.４倍。この時期の実質ＧＤＰの伸びは
２.３倍。部門別では、民生部門が２．４倍に対し、産業部門０.８５倍、運輸部門１.９倍。） 

■ 我慢の省エネのみに頼るのではなく、住宅や建築物の省エネ性能の向上、機器・設備の性能の向上に
よって持続的な省エネ対策を進めることが必要。 
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■ トップランナー制度とは、エネルギー消費機器の製造・輸入事業者に対し、３～１０年程度先に設定される目
標年度において最も優れた機器の水準に技術進歩を加味した基準（トップランナー基準）を満たすことを求め、
目標年度になると報告を求めてその達成状況を国が確認する制度。 

■ １９９８年の改正省エネ法に基づき、自動車や家電等についてトップランナー方式による省エネ基準を導入し
ている。２０１１年現在、２３機器が対象となっている。 

■ トップランナー制度の導入により、機器の効率が改善され、海外に比べても高効率となり国際競争力にも貢
献している。 

トップランナー制度について 

（％）
燃費性能の改善率の比較

（1995→2008）
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（注）走行モード１０・１５モードによる燃費値

燃費(km/L)

47.1%改善

平均新車燃費の推移

【乗用車】

○年間消費電力量は、日本工業規格ＪＩＳ Ｃ ９８０１：２００６に
基づいたもの 

○出所：各年度の省エネ性能カタログ（内容積４０１～４５０Ｌの
単純平均値） 

【冷蔵庫】 



■需要家側における対策 

・  需要家が、従来の省エネ対策に加
え、蓄電池やエネルギー管理システ
ム（ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳ）、自家発電、蓄
熱式の空調、ガス空調等の活用等
により、電力需要ピーク時の系統電
力の使用を低減する取組を行った
場合に、これを積極的に評価できる
体系にする。 

■建築材料等に係るトップランナー制度 

・  これまでのトップランナー制度は、エネルギーを消費する
機械器具が対象。今般、他の建築物や機器等のエネル
ギーの消費効率の向上に資する機器を新たにトップラン
ナー制度の対象に追加する。 

電力ピーク対策 

（現行の対象機器）乗用自動車、エアコン、テレビ、照明、冷蔵庫等２３機器 
（新規追加案）  窓、断熱材、水回り設備 等 

民生部門の省エネ対策 

※なお、2020 年までに全ての新築住宅・建築物について省エネ
ルギー基準への適合を段階的に義務化することとし、 その具体
的な工程（対象、時期、水準）を省エネ法改正にあわせて明確化
する。 

■ 電力ピーク対策及び民生部門の省エネ対策を盛り込んだ省エネ法の改正案を、今通常国会に
提出する予定。 

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）の一部改正案について 
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３．スマートコミュニティ政策 
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スマートコミュニティの意義 

スマートグリッド 

IT技術と蓄電技術がコア 

地域における分散型
システム 

スマート 
コミュニティ 

スマートメーター HEMS 蓄電池 EV 

カーシェアリング 燃料電池 コージェネレーション 

 震災を契機として電力供給の制約が顕在化。需要側においても地域単位での節電、ピーク
カットといった取組の意義が増大。 

 さらに、震災によって集中型のエネルギーシステムの脆弱性が明らかに。災害に強い、複線
的なエネルギー供給システムが必要。 

→ こうした課題に対応し、ＩＴ技術と蓄電技術を核として、従来は困難であった「需要のコントロー
ル」を行うとともに、再生可能エネルギーを活用し、地域におけるエネルギー管理を可能とする
分散型システムが、「スマートコミュニティ」。 
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太陽光発電 



北九州市 

豊田市 

横浜市 

けいはんな学研都市 

スマートコミュニティの国内実証 

 ■ 平成２２年度より、多くの住民、自治体、企業の参画のもと、様々なパターンの代表例を構成
する全国４つの地域で、大規模なスマートコミュニティ実証事業を展開中。 

横浜市 広域大都市型。広域な既成市街地にエ
ネルギー管理システムを導入。サンプ
ル数が多く（4000世帯）多様な仮説
を実証可能。 

豊田市 戸別住宅型。67戸において家電の自
動制御。車載型蓄電池を家庭のエネル
ギー供給に役立てる。運転者に対して
渋滞緩和の働きかけ。 

けいはんな 住宅団地型。新興住宅団地にエネル
ギー管理システムを導入。900世帯
を対象に、電力需給予測に基づき翌日
の電力料金を変動させる料金体系を実
施。 

北九州市 特定供給エリア型：新日鐵により電力
供給が行われている区域において、
70企業、200世帯を対象に、当日の
エネルギー需給状況に応じて２時間後
の電力料金を変動させる料金体系を実
施。 
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■ 復興フェーズにある被災三県において、スマートコミュニティを構築。 

  ※現在、東北被災三県におけるスマートコミュニティ構築事業について公募中であり、１県当  
  たり１～２件程度採択予定。本年４月からＦＳを実施。本年秋に、当該ＦＳに係る事業性の 
  評価・審査を行った上で、具体的な街づくりを進める予定。 

東北におけるスマートコミュニティの展開 
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次世代自動車・バスを 
電力インフラとして活用 

電力不足時：電気自動車→家庭 
電力余剰時：家庭→電気自動車 

   

防災拠点に再生可能エネルギーと
蓄電池、コジェネを整備 

GE GE 

   
再生可能エネルギー 
の変動にあわせて 
需給バランスを調整 

   

再生可能エネルギーを最大限に
活用する災害にも強い家づくり 

太陽光発電 

燃料電池 

次世代自動車・蓄電池 

ＨＥＭＳ 
（ホームエネルギーマネジメントシステム） 


